
福山市男性育児休業及び育児短時間勤務制度取得促進補助金交付要綱 

  

第１章 基本事項 

（趣旨） 

第１条 この要綱は，男性従業員の育児休業や育児短時間勤務制度等の利用促進を図ることで，

育児と仕事を両立できる職場環境を整備することを目的として，予算の範囲内で，補助金を交

付することについて，福山市補助金等交付規則（昭和４１年規則第１７号）に定めるもののほ

か，必要な事項を定めるものとする。 

 

（定義） 

第２条 この要綱において，次の各号に掲げる用語の意義は，当該各号に定めるところによる。 

(1)「育児休業」とは，育児休業，介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する

法律（平成３年法律第７６号。以下「法」という）第２条第１号に規定する育児休業をいう。 

(2)「育児短時間勤務制度等」とは，法第２３条第１項及び第２項並びに第２４条に規定する

措置のうち次の制度をいう。 

  ア １日の所定労働時間を６時間以下とする短時間勤務制度。ただし，短縮前の所定労働

時間が１日あたり６時間以下の場合及び一週間の所定労働日数が２日以下の場合を除

く。 

イ 労働基準法（昭和２２年法律第４９号）第３２条の３に規定するフレックスタイム制 

 度 

  ウ １日の所定労働時間を変更することなく始業又は終業の時刻を繰り上げ又は繰り下

げる制度 

 

第２章 男性育児休業取得促進補助金 

（補助対象者） 

第３条 補助金の交付の対象となる事業主は，次の各号のいずれにも該当する事業主とする。 

(1)中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号）第２条第１項及び中小企業信用保険法施行 

令（昭和２５年政令３５０号）第１条第２項に規定された要件に該当する中小企業 

(2)市内に本社又は主たる事業所を置く中小企業 

(3)男性育児休業を取得する者の代替人材として，人材派遣会社からの派遣等により人材を配 

置した事業者 

(4)市税を完納しているもの 

(5)育児休業を取得する男性従業員を，ふくやま子育て応援センターの主催する子育て支援 

事業等に参加させた事業者 

 

（補助対象事業及び補助額等） 

第４条 男性従業員が取得する育児休業にかかる代替人材の賃金及び人材派遣会社等に支払う
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賃金，労災保険，雇用保険，厚生年金保険などの経費（消費税除く。)を補助対象事業とし，

補助事業の対象経費2分の1以内（上限10万円）を補助額とする。 

２ 補助対象事業は，申請日に着手し，その年度末までに完了するものとする。 

３ 補助金の額に千円未満の端数が生じたときは，これを切り捨てるものとする。 

 

（交付の申請） 

第５条 補助金の交付を申請しようとする者（以下「申請者」という。）は，本要綱施行日以

前に育児休業を取得する男性従業員の代替人材として人材派遣会社からの派遣等により人材

を配置した場合には制定日の翌日から２か月以内に，本要綱施行日以後に育児休業を取得す

る男性従業員の代替人材として人材派遣会社からの派遣等により人材を配置した場合には，

配置日の翌日から起算して２か月以内に，次に掲げる書類を市長に提出しなければならな

い。 

 (1) 男性育児休業取得促進補助金交付申請書（様式第１号） 

 (2) 事業計画書（様式第２号） 

 (3) 収支予算書（様式第３号） 

 (4) 収支予算書に計上した経費に関する見積書の写し 

 (5) 支払相手方登録依頼書（福山市に提出済みの場合はこの限りでない。） 

 (6) その他市長が必要とする書類 

 

（補助金の交付回数） 

第６条 同一企業に対する本補助金の交付は，同一年度につき１人１回を限度とする。 

 

（審査） 

第７条 市長は，第１８条の規定による申請があったときは，書面による審査を行うものとす

る。 

２ 申請内容について，資料の追加等が必要と判断した場合は，申請者に資料の追加等を求め

ることができるものとする。 

  

（補助金の交付決定等） 

第８条 市長は，審査の結果を踏まえ，申請者に対する補助金の交付又は不交付を決定する。 

２ 市長は，交付又は不交付の決定に基づき，交付の場合は男性育児休業取得促進補助金交付

決定通知書（様式第４号）により，不交付の場合は男性育児休業取得促進補助金不交付決定

通知書（様式第５号）により申請者に通知するものとする。 

３ 市長は，必要があると認めたときは，交付決定に関し条件を付することができる。 



 

（事業計画変更等の申請） 

第９条 補助金の交付決定を受けた者は，次の各号のいずれかに該当する場合には，事前に事

業計画変更・休止・廃止・取下承認申請書（様式第６号）を市長に提出しなければならな

い。 

 (1) 実施事業の内容に変更があるとき 

(2) 実施事業を休止又は廃止するとき 

 (3) 名称，所在地，代表者に変更があるとき 

 (4) 実施事業の予定時期または期間を変更しようとするとき 

２ 計画の変更により補助対象事業費が増額となった場合は，当初決定額を上限とする。  

３ 市長は，承認又は不承認の決定に基づき，承認の場合は変更承認通知書（様式第７号）に

より，不承認の場合は変更不承認通知書（様式第８号）により通知するものとする。 

 

（実施報告書の提出） 

第１０条 補助金の交付決定を受けた者は，補助対象事業終了後，３０日以内又は当該年度の

３月末日のいずれか早い日までに次の各号に掲げる全ての書類を添付し，市長に提出しなけ

ればならない。 

 (1) 事業実施報告書（様式第９号） 

 (2)  収支決算書（様式第１０号） 

 (3) 領収書等の写し 

(4) 子育て支援事業等（男性育児参加）証明書（様式第１１号）  

２ 市長が必要と認めた場合，前項に規定する書類に加え，成果物の確認・提示を求めること

ができるものとする。 

 

（補助金の交付額の確定） 

第１１条 市長は，前条に規定する実施報告書の提出があったときは，内容について審査を行

い，適当と認める場合は，男性育児休業取得促進補助金交付額確定通知書（様式第１２号）

により，補助金額及び交付条件を通知するものとする。 

  

（補助金の交付） 

第１２条 前条の通知を受けた者が，補助金の交付を受けようとするときは，速やかに本補助

金交付に関する請求書を市長に提出しなければならない。 

２ 市長は，前項の請求を受けたときは，速やかに請求者に補助金を交付するものとする。 

 



（決定の取消し） 

第１３条 市長は，偽りその他不正の行為により補助金の交付を受けた者があるときは，交付の 

決定を取り消すことができる。 

  

（関係図書の保存） 

第１４条 補助金の交付を受けた者は，補助金の交付にかかる関係図書，収支に関する帳簿及び 

支払に関する証拠書類を，補助金が交付された年度の末日から５年間保管しなければならない。 

 

第３章 男性育児短時間勤務取得促進補助金 

（補助対象者） 

第１５条 補助金の交付を受けることができる事業主（以下この章において「補助対象者」とい

う。）は，次の各号のいずれにも該当するものとする。 

(1)中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号）第２条第１項及び中小企業信用保険法施行令

（昭和２５年政令３５０号）第１条第２項に規定された要件に該当する中小企業 

(2)市内に本社又は主たる事業所を置く中小企業  

(3)市税を完納しているもの 

  

（対象労働者） 

第１６条 補助金の交付の対象となる労働者（以下この章において「対象労働者」という。）は，

次の各号のいずれにも該当するものとする。 

 （1）雇用保険の一般被保険者であること。 

 （2）就学前の子を持ち，１か月以上の期間で育児短時間勤務制度等を利用していること。 

 （3）市内の事業所又は営業所で勤務していること。 

  

（補助金の額） 

第１７条 補助金の額は，育児短時間勤務制度等の利用期間に応じて次のとおりとする。 

利用期間 補助金額 

１か月以上～３か月未満 ５万円 

３か月以上 １０万円 

２ 補助金額は 1社上限１５万円とする。 

 

（受給資格認定の申請） 

第１８条 補助金の交付を受けようとする者は，対象労働者が育児短時間勤務制度等の利用を開

始する日までに，男性育児短時間勤務制度取得促進補助金受給資格認定申請書（様式第１３号）

を市長に提出しなければならない。ただし，利用開始日までに提出できないやむを得ない理由

があると認められる場合は，利用開始後速やかにこの項に定める申請書を市長に提出しなけれ

ばならない。 

２ 前項の申請書には，次に掲げる書類を添付しなければならない。 

（1）補助対象者に関するもの 



   ア 就業規則，その他の育児短時間勤務制度等が規定されていることが確認できる書類

（就業規則を作成していない事業主の場合は，労働者に育児短時間勤務制度等が利用で

きることを周知していることが分かる書類等） 

   イ 登記事項証明書（個人事業主の場合は，事業所所在地が確認できる書類及び事業内容

が確認できる書類） 

    

（2）対象労働者に関するもの 

    ア 雇用保険被保険者資格取得等確認通知書の写し 

イ 育児短時間勤務制度等の利用前の勤務時間が確認できる書類（就業規則，労働条件通

知書等） 

   ウ 育児短時間勤務制度等の利用申出書及び利用承認通知 

３ 市長は，前項に規定する書類のほか，必要な書類を提出させ又はその一部を省略させること

ができる。 

  

（受給資格の認定） 

第１９条 市長は，前条の申請があったときはその内容を審査し，その結果を男性育児短時間勤

務制度取得促進補助金受給資格審査結果通知書（様式第１４号）により，申請者に通知するも

のとする。 

  

（受給資格認定内容の変更） 

第２０条 前条の規定により受給資格の認定を受けた者は，受給資格認定申請書の記載事項に変

更が生じたときは，変更事項を記載した受給資格認定変更届出書（様式第１５号）に前条の受

給者資格認定書の写し及び変更内容が確認できる書類を添え，速やかに市長に届け出なければ

ならない。 

２ 市長は，前項に規定する書類のほか，必要な書類を提出させることができる。 

  

（交付申請） 

第２１条 補助金の交付を受けようとする者は，育児短時間勤務制度等の利用期間が終了した日

又は利用開始から３か月経過した日の翌日から起算して２か月以内，又は当該年度の３月末日

のいずれか早い日までに，男性育児短時間勤務制度取得促進補助金交付申請書（様式第１６号）

を市長に提出しなければならない。 

２ 前項の申請書には，次に掲げる書類を添付しなければならない。 

(1)補助対象者に関するもの 

   受給資格認定書の写し 

 (2)対象労働者に関するもの  

   育児短時間勤務制度等の利用前後のタイムカード（勤務時間がわかる書類）及び賃金台帳

の写し 

３ 市長は，前項に規定する書類のほか，必要な書類を提出させ又はその一部を省略させること

ができる。 



 

（交付の決定及び額の確定） 

第２２条 市長は，前条の申請があったときはその内容を審査し，これを正当と認めるときは補 

助金の交付の決定及び額の確定をし，速やかに男性育児短時間勤務制度取得促進補助金交付額 

確定通知書（様式第１７号）により，申請者に通知するものとする。 

 

（補助金の交付） 

第２３条 前条の通知を受けた者が補助金の交付を受けようとするときは，速やかに本補助金交 

付に関する請求書を市長に提出しなければならない。 

２ 市長は，前項の請求を受けたときは，速やかに請求者に補助金を交付するものとする。 

 

（補助金の交付回数） 

第２４条 同一企業に対する本補助金の交付は，同一年度につき１人１回を限度とする。 

 

（準用規定） 

第２５条 第１３条及び第１４条までの規定は，第３章に定める男性育児短時間勤務取得促進補

助金について準用する。 

 

 （その他） 

第２６条 この要綱に定めるもののほか，必要な事項は，市長が別に定める。 

 

附 則 

この要綱は，２０２２年（令和４年）４月２６日から施行し，２０２２年（令和４年）４月１

日から適用する。 

 

附 則 

この要綱は，２０２３年（令和４年）４月１日から施行する。 

 


